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第４０回秋田市情報公開・個人情報保護審査会会議録

１ 日 時 令和７年９月４日（木）午後６時～午後７時２５分

２ 会 場 ５－Ａ会議室

３ 出席者

（審 査 会） 柴田会長、佐藤委員、竹田委員、中澤委員、橋田委員

（実施機関） 市民課 工藤市民課長、吉田参事、佐々木主席主査、

田中主任、石井主事

市民税課 吉田市民税課長、相原補佐、高橋副参事、

小番主席主査、阿部主査

情報統計課 工藤主席主査、嵯峨主席主査、長谷部主席主査

（事 務 局） 伊藤文書法制課長、佐々木副参事、小松主席主査、

阿部主席主査、諸井主任

４ 議 事

(1) 会議録署名委員の指名

(2) 特定個人情報保護評価の第三者点検について

ア 特定個人情報保護評価の概要等（情報統計課）

イ 住民基本台帳に関する事務（市民課）

ウ 個人市・県民税および森林環境税の課税に関する事務（市民税課）

(3) 行政不服審査法に基づく審査請求について（第３回）

５ その他
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事務局 「第４０回秋田市情報公開・個人情報保護審査会」を開催する。

（小松）

柴田会長 議事２の(1)会議録署名委員の指名は、名簿順で竹田委員とする。

竹田委員 了承する。

柴田会長 議事２の(2)の審議の進行について事務局から説明願う。

事務局 本日は、最初に、市民課および市民税課の審議依頼に基づき、「特

(諸井) 定個人情報保護評価の第三者点検」の審議を行う。

今回第三者点検の対象となる２課の全項目評価書は、令和２年度に

当審査会で審議しており、５年ごとの再点検が求められているほか、

今回は、国のシステム標準化とガバメントクラウド移行に伴い、評価

項目に重要な変更が生じることから、この変更部分についてご審議い

ただくものである。始めに、情報統計課から特定個人情報保護評価に

ついて概要を説明してもらい、ＰＩＡにおける第三者点検の位置付け

や意義を確認する。また、評価項目の変更のきっかけとなるシステム

標準化とガバメントクラウド移行についてもあわせて説明いただく。

次に、市民課および市民税課からシステムや事務の内容および全項

目評価書の変更点等の説明を聞いた上で、点検シートによる確認、質

疑という形で進めていく。

柴田会長 それでは、(2)のア特定個人情報保護評価の概要等について、情報統

計課から説明を求める。

情報統計課 最初に、特定個人情報保護評価の概要についてである。マイナンバ

（嵯峨） ーを含んだ情報を特定個人情報というが、その集合体となる特定個人

情報ファイルを保有する国の行政機関や地方自治体が、個人のプライ

バシー等の権利利益に与える影響を予測し、特定個人情報の漏えいそ

の他の事態の発生リスクを分析して、そのようなリスクを軽減させる

適切な措置を講ずることを宣言するものである。

マイナンバーを取り扱う業務においては、行政手続における特定の

個人を識別するための番号の利用等に関する法律の第２８条において

保護評価の実施が義務づけられている。英語では「プライバシー・イ

ンパクト・アセスメント」と呼ばれ、頭文字を取って「ＰＩＡ」とも

呼ばれる。

特定個人情報保護評価は、行政機関が保有する特定個人情報ファイ

ルについて、その利用方法が個人のプライバシーを侵害する可能性が

ないか、また、適切な安全管理措置が講じられているかなどを事前に

評価し、国民の権利利益を保護するものである。また、評価結果を公
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表することで、行政機関がどのような目的で、どのように特定個人情

報を取り扱い、どのような安全対策を講じているかを明らかにし、国

民がマイナンバーが適正に取り扱われているか、漏えいされたり不正

利用されたりすることがないかという不安を抱くことのないよう、説

明責任を果たすことにより、行政の透明性を高め、国民の信頼を確保

するために行うものである。

国の法令により、３０万件以上の特定個人情報ファイルを取り扱う

業務については、「全項目評価」という、最も点検項目数の多い評価

の実施が義務づけられており、この全項目評価においては、団体が自

分で評価をするだけではなく、実施した評価結果について、パブリッ

クコメントにより住民の意見を募集した上で、さらに第三者点検によ

り最終案について客観的な確認を受けることが義務付けられている。

総務省のガイドラインでは、この第三者点検について、「地方公共

団体が設置する個人情報保護審議会又は個人情報保護審査会による点

検を受けるものとする」と定めており、個人情報保護の専門性を有す

る機関として、秋田市情報公開・個人情報保護審査会に諮り、点検を

受けようとするものである。

この特定個人情報保護評価は、総務省のガイドラインにより、実施

してから５年以内に内容の総点検や修正を行う再実施を行うよう努め

ることとされており、今年度が前回実施から５年目となる。

また、今回は来年度からのシステム標準化により、ガバメントクラ

ウドにおける情報セキュリティ対策等の評価内容に変更が生じること

から、評価書を修正しようとするものであるため、その点について次

に説明する。

情報統計課 自治体情報システムの標準化・共通化の概要である。これまでの各

（工藤） 自治体の現状は、自治体ごとに情報システムのカスタマイズがされて

おり、維持管理や制度改正時の改修等において、自治体は個別対応を

余儀なくされ負担が大きい、情報システムの差異の調整が負担とな

り、クラウド利用が円滑に進まない、住民サービスを向上させる最適

な取組を迅速に全国へ普及させることが難しいなどの課題が発生して

いた。このような状況を踏まえ、地方公共団体に対し、国が２０業務

を標準化対象事務として定め、標準化基準に適合した標準準拠システ

ムの利用を義務づける「地方公共団体情報システムの標準化に関する

法律」が令和３年に成立した。目標や成果イメージについては、標準

化・共通化の取組により、人的・財政的な負担の軽減を図り、自治体

の職員が住民への直接的なサービス提供や地域の実情を踏まえた企画

立案業務などに注力できるようにするとともに、オンライン申請等を

全国に普及させるためのデジタル化の基盤を構築することとしてい

る。原則、令和７年度までに、標準準拠システムへの円滑な移行を目

指すこととなっているが、国に申請することで、８年度以降での対応
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も認められており、住民記録、税、福祉等の業務で構成される本市基

幹系システムについては「特定移行支援システム」として、現行シス

テムのリース満了に合わせた令和８年９月末までを移行期限としてい

る。資料１－２の下段、情報システムの標準化イメージにあるよう

に、各市町村で個別に導入していたシステムについて、標準化後は、

すべての市町村が、国が定めた標準化仕様に準拠したシステムを利用

していくことになる。右下標準化後のイメージにあるように、原則ガ

バメントクラウドを利用することとなっているため、ガバメントクラ

ウドについて、説明する。従来は行政機関でそれぞれ独自に業務シス

テムの開発や保守運用を行っており、提供するサービスの利便性や柔

軟性、安全性、スピードにばらつきがあったことを踏まえ、利便性の

高いサービスをスピーディに提供、改善するため、国や地方公共団体

等で利用する共通のクラウドサービスとして、国が整備したものであ

る。クラウド事業者およびクラウドサービスとして、右上の表にある

ようなものをガバメントクラウドとして選定し、順次利用を開始して

いる。ガバメントクラウドの利点については、①にあるように、堅牢

性やセキュリティといった、デジタル庁の選定要件をクリアしたもの

であるというところがある。特にセキュリティ対策については、不正

アクセス防止、データの暗号化、物理的セキュリティ、定期的な監査

の実施など、情報漏えいを防止する措置が十分講じられていること

や、データセンターの所在地は日本国内に限定され、情報資産の国外

持ち出しは禁止されるなどの対策を講じている。また、②について

は、ガバメントクラウドを利用することにより、コストの削減や最新

技術の活用といったメリットを受けられることを目指している、とい

うものになっている。

柴田会長 ここまでで質問があればお願いする。

橋田委員 ２点確認したい。１点目、説明の中で対象者人数３０万件を超える

ものが対象となっているが、秋田市の人口からすると３０万人を下回

るのではないか。内訳を教えてほしい。２点目は、ガバメントクラウ

ドの情報の安全性であるが、バックアップデータはあるか、またどこ

に保存されるのか。

市民課 秋田市の人口のみであれば、３０万件をきり、２９万８０００人程

（吉田） 度となるが、これに加え死亡や転出した者を加えた消除者を含めると

３０万件を大幅に超えることとなる。なお、法により死亡者に係る情

報も１５０年保存する必要がある。

情報統計課 データの保全性の部分であるが、東京リージョンがあり、そこでさ

（工藤） らに分散化して保全している。またバックアップは大阪リージョンが
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あり、東京のデータが毀損しても対応できる体制となっている。

橋田委員 地方公共団体ではバックアップは保有していないのか。

情報統計課 そうである。

（工藤）

柴田会長 (2)のイ、住民基本台帳に関する事務の第三者点検に入るが、事前に

点検に当たって使用する資料について事務局からの説明を求める。

事務局 点検に使用する資料について説明する。特定個人情報保護評価書

（諸井） （全項目評価書）にどのような内容が記載されているかについてであ

るが、資料２－２の２ページ項目一覧をご覧頂きたい。Ⅰの基本情報

であるが、市民課の評価書だと３ページから１３ページまでとなる。

ここでは、特定個人情報を取り扱う事務はどのような事務か、３ペー

ジからはその事務には、どのようなシステムを使用するのか、そして

７ページには特定個人情報ファイルを取り扱う理由などが記載してい

る。

続いて、Ⅱの特定個人情報ファイルの概要ということで資料２－２

の１４ページから３５ページまでである。ここは、特定個人情報ファ

イル自体の説明をするところで、ファイルの名称や、データの数など

の情報のほか、１４ページからは入手先やその使用方法、業務委託の

状況などが記載されている。１９ページからは、提供・移転の状況で

す。市の外部の機関などに特定個人情報を利用させることを「提供」

といい、一方、市の内部の他の課所室に特定個人情報を受け渡して利

用させることを「移転」というが、それらを行う場合について、その

根拠などが記載されている。２０ページには、特定個人情報の保管状

況や消去する方法が記載されている。

続いて３６ページのⅢ特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにお

けるリスク対策である。最も重要なリスク対策について記載されてい

るところで、本日はこの部分以降について重点的に点検していただき

たい。ここでは、特定個人情報の入手場面、使用場面、委託場面、提

供・移転する場面など特定個人情報を扱う各場面ごとに分け、場面ご

とに想定されるリスクについて、その対策を記載している。次に５９

ページでは、自己点検を含めた監査や従業者・職員に対する教育など

に関する記載がされている。

評価書の主な記載内容については、今説明したとおりであるが、こ

の内容全ての点検は時間内では困難であり、５年前にも一度点検をし

ていただいているため、今回は前回から記載内容に変更があった主要

な箇所について、用意した点検シートを用いて点検する形とする。

今回は、国から「５年毎の特定個人情報保護評価に係る留意事項」

というものが各自治体に発出されており、評価書の記載内容の確認の
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ポイントとして、３点ほど示されている。

一つ目はリスクの識別と分析を再確認することで点検シートＡの部

分、二つ目は安全管理措置を再確認することで点検シートＢの部分、

最後三つ目は、改正されたマイナンバーガイドラインに対応した記載

となっているかで点検シートＣの部分の三点である。

点検シートでは、評価書のⅢの部分でもあった特定個人情報の取扱

い場面、想定されるリスク、評価書の該当ページ、点検のポイント、

そして前回評価書から今回の記載で変更となった所を新と旧という形

で、どのようにリスク対策に係る記載内容が変わったのかを表記して

いる。市民課、市民税課の説明の中で、この点検シートの一項目ごと

の変更理由などの説明があるので、点検ポイントを踏まえた内容であ

るかを確認していただきたい。

柴田会長 それでは市民課から説明願う。

市民課 市民課の住民基本台帳に関する事務の全項目評価書について説明す

（工藤） る。この全項目評価書は、基本情報として「市民課の業務とシステ

ム」、「特定個人情報ファイルの概要」、「特定個人情報ファイル取

扱いのリスク対策」の３つの主要な部分から構成されており、それぞ

れの概要を説明したあと、前回評価していただいた内容から変更にな

った箇所について説明する。

まず、市民課の業務である。資料２－２評価書となる。評価書の３ペ

ージ「Ⅰ基本情報」の部分であるが、市民課で特定個人情報ファイル

を取り扱う事務は、「住民基本台帳に関する事務」である。

住民基本台帳は、氏名、氏名の振り仮名、住所、性別、生年月日など

が記載された住民票を編成したもので、市町村が住民を対象とする行

政を適切に行い、住民の権利を保障するために不可欠な記録である。

これは住民基本台帳法に基づき作成され、市町村における住民の届出

制度や住民としての地位を記録する各種台帳制度を一元化すること

で、住民の利便性を高め、住民の居住関係の公証、選挙人名簿の登

録、印鑑登録に関する事務など、事務処理の基礎となる重要な台帳で

ある。

この住民基本台帳に関する事務において、特定個人情報ファイルを取

扱う具体的な事務は「②事務の内容」の中段に記載の①～⑪に要約し

ている。こうした多くの事務で特定個人情報を取り扱っているので、

職員には高いセキュリティ意識や守秘義務の徹底が求められている。

次に、これらの事務で使用するシステムについての説明が１０ページ

と１２ページの（別添１）事務の内容に記載されているが、ガバメン

トクラウド完全移行までは現システムと新システムの移行期間である

ため評価書には移行前と移行後を併せて掲載している。

ガバメントクラウドへの移行後の事務の内容については１２ページと
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同じ図を別紙「資料２－３」に掲載している。

ガバメントクラウドへの移行についてである。ガバメントクラウドに

ついては先に情報統計課から説明があったが、図の中央に記載のある

既存住基システム、ＣＳコネクタ、中間サーバコネクタ等がガバメン

トクラウドの移行対象であることをシステム連携図で示している。

資料２－２、１４ページから３５ページまでが「Ⅱ特定個人情報フ

ァイルの概要」であり、ここでは市民課で取り扱っている特定個人情

報ファイルが住民基本台帳ファイル、２３ページ本人確認情報ファイ

ル、２９ページ送付先情報ファイルの３つであることと、住民基本台

帳に関する事務において、どのような目的で、どのように収集され、

どのように使用・提供・保管・消去されるのかを記載している。

続いて、３６ページから６０ページまでが「Ⅲ特定個人情報ファイル

の取扱いプロセスにおけるリスク対策」および「Ⅳその他のリスク対

策」についてである。この項目では、住民基本台帳ファイル、本人確

認情報ファイル、送付先情報ファイルのそれぞれについて、入手から

使用、提供、保管、消去に至るまでの各プロセスにおいて発生しうる

リスクを特定し、それに対する具体的な対策を説明している。

今回の自治体情報システムの標準化・共通化による特定個人情報フ

ァイルの取扱いにおいて、プライバシーリスクの対策として前回から

の変更点を、資料２－１「特定個人情報保護評価に係る第三者点検シ

ート」にまとめており、このシートを使って説明する。

１ページの「特定個人情報ファイル取扱いの「委託」」はNo.１から

No.８まであり、No.１の「委託の有無」では、現在委託している３件

のうち２件について標準化の前後で委託内容が変わるため具体的に

は、ことあとご説明する「委託先における取扱者数」と「委託先名」

に変更があり、それにともなってあらためて追記したため、件数を

「５件」と変更した。委託先の数に変更はない。No.２とNo.３は、

「③委託先における取扱者数」と「⑥委託先名」について、現行の契

約は日本電気株式会社秋田支店と締結しているが、日本電気株式会社

の方針により、現在は契約行為を支店ではなく支社で行うこととして

おり、標準化後は、日本電気株式会社東北支社と契約予定となってい

ることから「１０人以上５０人未満」、「日本電気株式会社 東北支

社」とした。No.４も同様に「⑥委託先名」について、「日本電気株

式会社 東北支社」とした。２ページに移りNo.５と６、No.７と８に

ついてですが、こちらも１ページと同様に「システム標準化後」の

「委託先名」に変更があり、あらためて追記したことから、「委託の

有無」を「２件」に修正、「⑥委託先名」を「日本電気株式会社 東

北支社」としている。

次に３ページの「特定個人情報の「保管・消去」」である。

No.１「特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク」の「①保管場所」

についてですが、＜ガバメントクラウドにおける措置＞として、サー
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バ等はＩＳＭＡＰほか各種認定基準を満たしたクラウド事業者が保有

・管理する環境に設置し、そのセキュリティ対策を実施すること等に

ついての記載を追加した。

No.２「特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク」の「③消去方

法」では、＜ガバメントクラウドにおける措置＞として、特定個人情

報の消去は地方公共団体からの操作によって行われていること、クラ

ウド事業者が記録装置等を交換する際の確実なデータ消去、ガバメン

トクラウドへの移行に際しデータ抽出およびクラウド環境へのデータ

投入、並びに利用しなくなった環境の破棄等を実施する旨の記載を追

加した。

次に４ページのNo.３「特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク」

の「⑤物理的対策」の「具体的な対策の内容」では、＜秋田市におけ

る措置＞の①と④は同様の内容で記載された部分があったため④を削

除し番号を繰り上げした。

また、＜ガバメントクラウドにおける措置＞として、システムのサー

バ等は、クラウド事業者が保有・管理する環境に構築し、その環境に

は認可された者だけがアクセスできるよう適切な入退室管理策を行っ

ていること、事前に許可されていない装置等に関しては、外部に持出

できないこととしている旨の記載を追加した。

５ページのNo.４「特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク」の

「⑥技術的対策」の「具体的な対策の内容」では、＜ガバメントクラ

ウドにおける措置＞として、クラウド事業者や国は市民データにアク

セスしない契約等となっており、データの不正アクセスを防止するた

め、ＡＳＰまたはガバメントクラウド運用管理補助者がログを監視

し、クラウド事業者が２４時間体制でサイバー攻撃やウイルスに対応

すること、および個人情報はインターネットから切り離された環境で

管理されている旨の記載を追加した。

次に６ページのNo.５「特定個人情報が消去されずいつまでも存在す

るリスク」の「消去手順」「手順の内容」では、＜秋田市における措

置＞について「保管期間を過ぎたデータについては、年度ごと、個別

ファイルごとに、適宜システムから削除を行う。」を追加し、以下に

ついては旧評価書の「規定に基づき」とあった記載を、より具体的な

表現に修正した。

なお、この記載について「新」の欄の５行目に「規定に基づき」と

あるが、これは「情報セキュリティーポリシーに基づき」の誤りだっ

たので訂正する。評価書では「情報セキュリティーポリシーに基づ

き」となっている。

下段の＜ガバメントクラウドにおける措置＞については、データが

復元されないよう、クラウド事業者において、国際規格であるＮＩＳ

Ｔ８００－８８、ＩＳＯ／ＩＥＣ２７００１等にしたがって確実にデ

ータ消去することの記載を追加した。
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次にNo.６「特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク」の「⑩死者

の個人番号」の「具体的な保管方法」と、No.７「特定個人情報が消去

されずいつまでも存在するリスク」の「手順の内容」についてです

が、法改正により、保存年限が１５０年に改正されましたので同様に

修正した。

最後に７ページの「その他のリスク対策」のNo.１「監査」の「②

監査」「具体的な内容」では、＜秋田市における措置＞として、特定

個人情報取扱要綱に基づく特定個人情報の監査についてより具体的に

記載し、＜ガバメントクラウドにおける措置＞として、クラウドサー

ビス事業者は定期的にＩＳＭＡＰ監査機関リストに登録された機関に

よる監査を行う旨の記載を追加した。

No.２「その他のリスク対策」の「３．その他のリスク対策」では、

＜ガバメントクラウドにおける措置＞として、ガバメントクラウド上

の業務データは、データを持つ自治体と業務を委託された事業者が責

任を有し、障害発生時、ガバメントクラウドが原因の場合は国がクラ

ウド事業者に対応を求め、それ以外はＡＳＰまたはガバメントクラウ

ド運用管理補助者が対応する旨の記載を追加した。

以上が評価書の主な変更点となる。なお、パブリックコメントについ

ては、７月２５日から８月２４日まで実施したが、有効となる意見は

なかった。

柴田会長 意見があればお願いする。

ガバメントクラウドへの移行は始まっているのか。また始まってい

る自治体において、情報の管理の面で問題など不適切な事例はあるの

か。

情報統計課 秋田市の移行はこれからである。現時点で移行が終わっている自治

（工藤） 体は少数であり、年末にかけて増えてくる。費用面でのかかり増しと

いう話しは聞こえてくるが、個人情報の取扱いに関しての問題につい

ては今のところない。

柴田会長 次も関連することから、市民税課の説明を聞いた上で、当審査会と

しての意見をまとめることとする。

それでは市民税課から説明を求める。

市民税課 市民税課の評価書では、当課の業務と使用するシステムおよび特定

（吉田） 個人情報を有するファイルとその概要、特定個人情報ファイルを取り

扱う上でのリスク対策などを記載している。

配付資料３－１から３までに基づき、令和２年度に再実施した前回

評価書からの変更点を説明するが、内容の説明に先立ち、まずは個人

市・県民税および森林環境税の課税に関する事務の全体像等について
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説明する。これは評価書の「Ⅰ．基本情報」に記載している内容と同

様である。市民税課では、地方税法、森林環境税及び森林環境譲与税

に関する法律および秋田市市税条例等に基づき、市民からの申告書や

事業所・年金保険者からの支払報告書など数多くの課税資料を元に、

個人市・県民税を課税する事務を行っている。

申告書や支払報告書など当課が入手する課税資料には、特定個人情

報が含まれることから、職員は、日頃から慎重な取扱いと、守秘義務

の徹底を心がけている。個人市・県民税および森林環境税の課税に関

する事務で、マイナンバーの記された特定個人情報ファイルを取り扱

う理由としては、適正かつ効率的な課税を行うためであり、課税資料

の名寄せや所得等を正確かつ効率的に把握できるというメリットがあ

る。一方、市民にとっては、国が管理する情報提供ネットワークシス

テムにより課税情報が他の地方公共団体などと連携されることで、各

種申請等に添付する提出書類が省略されるなどのメリットがある。

なお、情報連携の運用については、国の機関や他の地方公共団体へ

の情報提供と情報照会に対応可能な根拠が必要なため、その根拠等に

ついても評価書に記載している。また、評価書の中では、課税に関す

る事務で使用するシステムにおいて取り扱う特定個人情報ファイルや

機能を記載している。

資料３－３の２ページ、「個人住民税システムの概要について

（ガバメントクラウド移行後）」であるが、事務の流れとシステムの

連携について図式化している資料となる。

標準準拠システムに移行するシステムは、図中真ん中の個人住民税

システムとなる。移行後は、現行の個人住民税システムの「COKAS-i」

と使用するシステムは変わらないが、バージョンがＶ１から標準準拠

システムに対応したＶ２に変更となる。そのため、移行に伴う他シス

テムとの接続やリスク管理が変わることはない。

続いて、ガバメントクラウドへの移行についてであるが、図中真ん

中の太い点線に囲まれている個人住民税システム、参照サーバ、中間

サーバーコネクタ、住民記録システムが同クラウドを利用するシステ

ムとなる。ガバメントクラウド完全移行までは評価書に移行前と移行

後を併記することとなっているため、ガバメントクラウド移行前と移

行後の図を記載している。なお、ガバメントクラウドはデジタル庁が

調達したことから、評価書への記載例が策定・提供されている。その

記載例を元に各項目のガバメントクラウドの措置について追記をして

おり、その内容は先ほど情報統計課の説明にもあったとおり、セキュ

リティ対策等がいずれも講じられているものとなっている。

続いて、資料３－２評価書の内容である、評価書の１１ページ、

「Ⅱ 特定個人情報ファイルの概要」では、特定個人情報の対象範囲

やどんな項目を記録するのか、その記録を保有することの妥当性、お

よび情報の入手･使用方法や委託で使用させるケースなどを明示している。
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続いて、評価書２６ぺージからの「Ⅲ 特定個人情報ファイルの取

扱いプロセスにおけるリスク対策」、３８ページからの「Ⅳ その他

のリスク対策」については、特定個人情報ファイルを取り扱う過程、

たとえば、情報の入手や使用の際、委託や提供・移転の際など、ケー

スごとに想定されるリスクに、いかに対処するのかを記載しており、

特定個人情報の保護において重要な点検ポイントになることから、今

回の評価における変更点については、資料３－１の「特定個人情報保

護評価に係る第三者点検シート」で説明する。１ページの「特定個人

情報ファイル取扱いの「委託」の場面、No.１であるが、「リスク識

別」は、なし、「委託事項１」の「⑥委託先名」が２社になっている

のは、現行の契約は日本電気株式会社秋田支店と締結しているが、日

本電気株式会社の方針により、現在は契約行為を支店ではなく支社で

行うこととしていることから、標準化後は、日本電気株式会社東北支

社と契約予定となっているためである。なお、標準化後は、東北支社

のみに修正する予定である。

次に、１ページの「特定個人情報の「保管・消去」」の場面、No.１

である。「リスク識別」の「特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リス

ク」の「①保管場所」では、特定個人情報ファイルの保管場所につい

て、ガバメントクラウド上に設置されたサーバーに保存されることを

追記している。ガバメントクラウドは、政府が求めるセキュリティ要

件を満たすクラウドサービスであるＩＳＭＡＰのリストに登録された

クラウドサービス事業者が提供するものであり、セキュリティ管理策

が適切に実施されているものである。

次に、２ページのNo.２、「リスク識別」の「特定個人情報の漏え

い・滅失・毀損リスク」の「③消去方法」では、クラウド事業者がＨ

ＤＤやＳＳＤなどの記録装置等を障害やメンテナンス等により交換す

る際には、データの復元がなされないよう、クラウド事業者におい

て、確実にデータを消去することを追記している。ガバメントクラウ

ドでの消去方法は、市からの操作によって実施されるものであり、国

及びクラウド事業者から市の業務データを消去できないよう、アクセ

スが制御されている。

次に、No.３、「リスク識別」の「特定個人情報の漏えい・滅失・

毀損リスク」の「⑤物理的な対策」の「具体的な対策の内容」では、

秋田市の措置における「④バックアップ媒体は、施錠管理されている

場所で保管している。」を削除した。これは、①に同じ内容の記載が

あるため削除したものである。また、ガバメントクラウドの措置にお

いては、システムのサーバー等はクラウド事業者の保有・管理する環

境に構築し、適切な入退室管理を行うことともに、事前に許可されて

いない装置等を、外部に持出しできないことを追記している。

次に、３ページのNo.４、「リスク識別」の「特定個人情報の漏えい

・滅失・毀損リスク」の「⑥技術的対策」の「具体的な対策の内容」
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では、国及びクラウド事業者が市の業務データにアクセスしない契約

となっていること、セキュリティ対策を２４時間３６５日講じること

などを追記している。

次に、４ページのNo.５、「リスク識別」の「特定個人情報が消去

されずいつまでも存在するリスク」の「消去手順」の「手順の内容」

では、「規定に基づき」と記載していた箇所をより具体的な表現に修

正した。また、ガバメントクラウドの措置においては、データの復元

がなされないよう、クラウド事業者において、ＮＩＳＴ８００－８

８、ＩＳＯ／ＩＥＣ２７００１等にしたがって確実にデータを消去す

ることを追記している。続いて、同じく４ページの「その他のリスク

対策」の場面、No.１、「リスク識別」の「②監査」の「具体的な内

容」では、クラウド事業者は定期的にＩＳＭＡＰ監査機関リストに登

録された監査機関による監査を行うことを追記している。

最後に、５ページのNo.２、「リスク識別」の「その他のリスク」

の「その他のリスク対策」では、障害発生時においては、ガバメント

クラウドに起因する事象の場合は、国がクラウド事業者と契約する立

場であることから、その契約を履行させることで対応し、ガバメント

クラウドに起因しない事象の場合は、秋田市に業務アプリケーション

サービスを提供するアプリケーション開発事業者等が対応するものと

している。

７月２５日から８月２４日までパブリックコメントを実施したが、

寄せられた意見はなかった。

柴田会長 質疑はないか。

橋田委員 ガバメントクラウドに問題があれば、国が担保するといっている

が、それ以外については市が責任を負わなければいけなくなる。情報

の安全性についての評価の部分でどのように点検するのかということ

になってくる。システムについて契約した後に契約内容を当審査会で

確認することは可能か。

情報統計課 個人情報の取扱いについては、契約書に特記事項や情報セキュリテ

（嵯峨） ィポリシーに従って適切に管理する旨の規定があり、事業者はそれに

従うこととなる。これらについては、後日提示可能である。

中澤委員 市民課および市民税課の評価書の中で、「具体的な取り扱いについ

て、疑義が生じる場合は、地方公共団体とデジタル庁及び関係者で協

議を行う。」との記載があるが、この点について、デジタル庁からガ

イドラインとかで想定されるものが示されているか。

情報統計課 ガバメントクラウドについては、デジタル庁とそのガバメントクラ
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（嵯峨） ウドの提供する事業者が契約をして、地方自治体についてはそれを利

用するという契約をデジタル庁と結ぶこととなる。そのため、もしガ

バメントクラウドに起因して何かあれば地方公共団体はデジタル庁に

対して損害賠償を請求し、デジタル庁が当該損害について提供事業者

に損害賠償請求を行って、それで払われたものを地方公共団体に支払

うという形となる。

中澤委員 そうなると損害賠償に係る協議が主な内容となるということでよい

か。

情報統計課 そうである。

（嵯峨）

橋田委員 デジタル庁が訴訟で事業者に敗訴したら、秋田市は被害を被ること

になってしまうため、秋田市としてもデジタル庁との契約、ＮＥＣと

の契約の際に責任の所在を明確にしておくのが望ましい。

柴田会長 市民課の点検シートの５ページの一番下のところ、⑧で「地方公共

団体が管理する業務データは、国及びクラウド事業者がアクセスでき

ないよう制御を講じる」というのは、具体的にはどういう対策になる

のか。

情報統計課 ガバメントクラウド上で作られるシステムについては、国が示すテ

（工藤） ンプレートを利用するなど、セキュリティ的にアクセスできない仕組

みになっている。

柴田会長 契約上アクセスしてはいけないということだけではなく、技術的に

もできないという理解で良いか。

情報統計課 そうである。

（工藤）

橋田委員 クラウドは媒体であって、システム的にデータにアクセスできない

ようになっていて、逆にアクセスできないので、データに問題があっ

ても一切責任はとらないということであろう。

柴田会長 マイナンバーを含む個人情報と含まれない個人情報とで、それぞれ

の取扱いに差はないと考えるが、その理解で良いか。

情報統計課 一般法である個人情報保護法と特別法である番号法ということはあ

（嵯峨） るが、個人情報の取扱いについては違いはなく、どちらも同じように
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保護しているものである。

柴田会長 他に無いようなので質疑はここで終了とする。委員からでた意見を

踏まえて事務局で案を作成してほしい。

（市民課、市民税課、情報統計課退席）

事務局 審査会の意見については、ガバメントクラウドの利用や委託等の際

（佐々木） には、契約の内容が適切に履行されるように点検を行うなどを盛り込

みつつ、評価書としては適正であるという方向で良いか。

（委員了承）

柴田会長 次に、(3)行政不服審査法に基づく審査請求に係る審議３回目に入

る。

※※秋田市情報公開・個人情報保護審査会条例の規定により非公開※

柴田会長 次に「その他」だが、委員の皆様から何かあるか。なければ、事務

局から何かあるか。

事務局 今回審議いただいた２件についての今後の流れとなる。

（伊藤） ＰＩＡの第三者点検については、事務局で意見書の案を作成し、委

員の皆様からメールにて確認いただいたあと、会長決裁で市長に意見

書を送付する。

審査請求については、本日決裁をいただいたので、明日諮問元の保

健総務課に答申書を渡し、同時に写しを事務局から審査請求人に送付

する。本件における、審査会の役割は、そこで終了となる。

審査請求としては、その後、保健総務課が、答申書を踏まえた裁決

書を作成して、審査請求人に送付し終了となる。審査請求人が、裁決

に対して不服がある場合は、訴訟を提起することができる。

答申は、本日付け答申第７号となり、個人を特定できる部分などを

除いた内容で、市のホームページに裁決が出た後に掲載する。

裁決書については、委員にも後日送付させていただく。委員の皆様

には、３回にわたって、審査請求をご審議いただき、大変ありがとう

ございました。

柴田会長 それでは、第４０回の秋田市情報公開・個人情報保護審査会を終了



- 15 -

する。


